
 

幕別町 

農業・農村振興計画 2018 

後期見直し 2023～2027 

  ～ チャレンジングな農業への支援 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夢のある農業経営やチャレンジを応援して 

若い力、新たな担い手を確保しよう！ 
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  はじめに   

 

 

 幕別町の農業は、畑作をはじめ、野菜、酪農、肉牛など地域の特色を活かした多様な

農業経営が展開され、安全・安心で良質な農畜産物を安定的に供給する機能以外にも、

農業の基本である「土づくり」を通じた資源循環の促進や美しい農村景観の形成など多

面にわたる機能を有し、近年では、農商工連携・６次産業化の取組による高付加価値化

を目的とした他産業との連携も行われ、本町の経済社会を支える基幹産業として発展を

続けています。 

また、2021 年の本町の農業産出額は 295.5 億円と、市町村別ランキングにおいて、

全国 26 位、道内３位、十勝１位と、日本の食糧基地である北海道、食料自給率が

1,100％を超える「農業王国十勝」のなかにおいても、農業主産地としての地位を築き

上げています。 

 これら本町における農業の振興は、1994 年に策定した「幕別町農業・農村２１世紀

への道しるべ」、2000 年に策定した「農業新時代 幕別町農業・農村振興計画」、旧忠

類村との合併に伴い 2006 年に策定した「幕別町農業・農村振興計画～農政転換期にお

ける農業をとりまく環境の変化をみつめて～」に基づき、農業者や関係機関等の協力の

もと、農業施策を総合的かつ計画的に行ってきたことによるものです。 

 しかしながら、平成２１年をピークとした認定農業者数の減少、農業就業者の高齢化

や後継者不足などが深刻な問題となっており、また、近年ではこれらに加えて、地球温

暖化・大規模自然災害などの気候変動や国際情勢の変化、金融市場の変動など様々なリ

スクが顕在化するなど、2018 年度に「幕別町農業・農村振興計画 2018～チャレンジ

ングな農業への支援～」を策定してからの５年間においても農業を取り巻く情勢は急速

に変化しています。 

 このような前計画の策定当時から現在に至るまでの情勢の変化に伴い、「地域農業の

持続的な発展を目指して」及び「競争力のある力強い農業を目指して」の２本の柱を基

本として維持しつつ、諸課題への対応策を新たに位置付ける必要があるため、今般計画

内容の見直しを行いました。 

 計画の推進につきましては、農業者をはじめとした農業団体、関係機関等と連携を図

りながら、本町農業の更なる振興と、持続可能な農業を実現するため、積極的に取り組

みたいと考えておりますので、より一層の御支援と御協力をお願いいたします。 

 最後になりますが、本計画の策定に当たり、熱心な審議をしていただいた「幕別町農

業・農村振興計画検討委員会」及び「ゆとりみらい２１推進協議会」の委員の皆様など、

多くの方から、貴重な御意見と御提言をいただきましたことに厚く御礼を申し上げます。 
 

令和６年３月         

幕別町長 飯田 晴義 
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 見直しに当たって  
 

幕別町農業・農村振興計画 2018 

 後期見直し 2023～2027 

～チャレンジングな農業への支援～ 
 

【見直しの経緯】 

 幕別町は、北海道・十勝の中央部からやや南に位置し、西は十勝の主要都市である帯

広市と更別村に、北は音更町と池田町に、東は豊頃町、南は大樹町と隣接し、東西間で

２０Ｋｍ、南北間で４７Ｋｍの距離で面積は４７７．６４Ｋ㎡、人口は約２万６千人と

なっています。日高山脈を遠くに仰ぎ、アイヌ語で「マクウンベツ（山際を流れる川の

意）」と言われるように、サケが遡上する猿別川をはじめ、札内川、途別川、十勝川、当

縁川が流れ、平地や段丘が広がる豊かな大地では、畑作や酪農を中心とした農業が盛ん

に行われています。四季折々に美しい風景に彩られた本町は、北海道らしい自然に恵ま

れた素晴らしいまちです。 

町では、平成３０年を初年度とし、１０年間の施策をまとめた「第６期幕別町総合計

画」を策定しており、基本目標として掲げる５つの柱のうち、「特色ある産業で住まいる」

として、グローバル化に伴う農産物の輸出入、外国人観光客の増加などを背景とした国

際間・地域間の競争が激化していることを受け、より地域資源を活かした独自の価値を

発信していく取組を進めることとしています。 

また、農業が地域の基幹産業であることを重要視し、安全で良質な農畜産物を安定的

に供給するとともに、その競争力をさらに高めていくため、地産地消や地域ブランドの

確立に向けた取組などを進め、農業を核とした産業間の連携を強めて地域全体の産業の

活性化を図ることを目標にしているところです。 

幕別町農業・農村振興計画は平成６年度に策定後、平成１２年度、忠類村との合併後

の平成２０年度の見直し、平成 30 年度に現在の計画を策定しております。策定から５

年が経過した現在、農業を取り巻く環境は急速に変化し、長期的な問題となっている担

い手不足等に加えて、気候変動や国際情勢の変化などにより食料安全保障上のリスクが

顕在化したことで、従来の食料供給体制の見直しが求められている中、町としても変化

する地域内外の状況に対応すべく、計画内容の見直しを行ったところです。 

 

 

【計画期間】 

 本計画は、「幕別町農業・農村振興計画 2018～チャレンジングな農業への支援～」

の後期計画として、２０２３年度を初年度とし、２０２７年度を目標年度とした計画と

します。 
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 基 本 方 針  
 

（１）地域農業の持続的な発展を目指して 
 

 深刻化する担い手不足解消のため、担い手の育成・確保とともに、農地の集積や集

約化を進め、地域農業の持続的な発展を図ります。 
 

ＩＣＴ技術活用等を通じた後継者確保、担い手確保 

○ＧＰＳガイダンス等機器類購入のための資金貸付による支援 

○ＩＣＴ技術機器等の導入促進のための情報公開・情報交換 

労働力不足解消のための雇用対策 

○労働力対策に係る受入れ体制の整備に関する支援 

 

（２）競争力のある力強い農業を目指して 

  

環境と調和しながら安全・安心で質の高い農畜産物を生産するとともに、付加価値

を高め国内外の食市場の環境変化に対応できる競争力のある力強い農業と、活力とう

るおいのある農村づくりを進めます。 
 

地域ブランド確立等による安全で安心な農畜産物の提供 

○強い産地づくりを目指した品種選定、作業体系の確立 

６次産業化による高付加価値化と経営安定に向けたチャレンジ 

○幕別ブランドを確立するための作物・新品種・新技術の導入 
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 重 点 課 題  

 

 

 

 農業経営における担い手不足は年々深刻化しており、家族経営体での担い手確保には

限界があります。 

農業という職業の魅力アップとともに、若い担い手の知識や経験の不足を補うＩＣＴ

技術の導入や活用を促進し、後継者がスムーズに経営を引き継げる環境づくりや農業経

営の楽しさを実感できる労働環境、労働時間の削減・省力化による余暇の充実などを支

援します。 

  

 

●担い手不足解消のためのＩＣＴ技術の導入促進・支援 

 ◎ＧＰＳガイダンス等の機器購入のための資金貸付による支援。 

 ◎ＩＣＴ技術活用に関する情報提供や研修会などの提供。 

●雇用対策のための各種支援 

 ◎労働力対策に係る受入れ体制の整備に関する支援。 

 

 

 
 

 幕別町の農業は畑作経営を中心とした幕別地域と、酪農・畜産経営を中心とした忠類

地域のバランスがとれた農業経営により成り立っています。 

一方で両経営での圃場副産物やふん尿などの地域内資源は、過去から耕畜連携の必要

性が認識されながら、地域内での有効活用が進まない現状にあります。 

物流や廃棄に係るコスト削減や、地域内での積極的な連携を図ることでの地域コミュ

ニティの醸成など、地域で一体的に農業経営に取り組む姿勢を明確にし、より強固に経

営を確立するため地域内資源の循環対策を強化します。 
 

 ●酪農・畜産経営のふん尿対策への支援 

 ◎バイオガスプラント設置などに関する情報提供や支援。 

 ◎バイオガスプラントで発生する発酵消化液など、新たな資源を活かした循環型農

業の推進。 

 ◎堆肥利用等での積極的な地域内利用への支援。 

●地域内資源の循環対策の強化 

 ◎畑作経営における地域内資源利用による土づくりへの支援。 

 ◎畑作経営における圃場副産物の地域内活用の促進支援。 

  

（１）担い手確保対策 ～労働力・雇用対策・作業の省力化～ 

（2）地域内資源の循環対策 ～耕種農家と酪農・畜産農家の連携強化～ 
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 農業経営は天候などに左右されやすく、不安定な要素を抱えています。また、他産地

との競争力強化なくして、経営の安定化は不可能といえます。 

 農業は一次産業としての生産が最も重要かつ様々な課題を抱えていることは言うま

でもありませんが、それとともに生産した農畜産物に付加価値を与える二次産業として

の加工や、それらを地産地消を進めながら消費者に提供する直売所や学校給食への活用、

インターネットなどを活用した販路の拡大など、三次産業としてのサービス・流通・販

売などを組み合わせた経営体系への発展などが望まれています。 

 また、地域として特色ある農畜産物のブランド化など、他産地との差別化を図ってい

くことも重要な課題のひとつです。 

 これらの活動を支援するための町ぐるみでの体制づくりや計画の策定を進め、経営体

が新たな取組にチャレンジする行動を支援します。 

 

●６次産業化に対する支援 

 ◎６次産業化に取り組む事業者間の情報交換・情報提供の支援。 

 ◎幕別ブランドを確立するための作物・新品種・新技術の導入。 

●食育・地産地消の推進 

 ◎生産・加工・物流過程での生産者と消費者の情報交換と食育の推進。 

 ◎6 次産業化・地産地消推進協議会による食育活動の推進・啓発事業の展開。 

●収益性の高い営農の推進 

 ◎野菜等の高収益作物の生産による生産性及び収益性の高い営農体系への転換の推

進。 

 

（3）新たな経営体系への支援 ～高付加価値化・６次産業化の推進～ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施策の具体的な方向  
 

第６期幕別町総合計画の項目別に、現状と課題を 

分析し、データなどを整理。 

今回の計画における施策の具体的な方向を定める。 
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 施策の具体的な方向  

 
 

 

項  目 具体的な施策 

(1)後継者の育成・確保 ①担い手支援センターの充実 

 ②畜産の担い手となる人材の確保 

 ③青年等就農計画認定制度の活用 

 ④労働力対策のための協議の場の創設 

 ⑤北海道指導農業士・北海道農業士制度の積極的な活

用 

(2)ＩＣＴを活用した機械の導入に対

する支援 

⑥幕別町農業ゆとりみらい総合資金貸付金による支 

 援 

⑦飼養管理技術向上の推進 

⑧高度な飼養管理技術を活用した経営体の育成 

(3)女性農業者が活躍できる経営の推 

 進 

⑨先進的家族経営協定の締結支援 

(4)まくべつ農村アカデミーの充実 ⑩アカデミー研修事業の充実 

(5)労働力確保のための農福連携 ⑪農福連携の推進 

 

 近年の農家戸数の減少、後継者不足、新規就農者の成り手不足等、担い手不足は様々

な場面・理由で深刻化の一途をたどっています。また、農家戸数の減少は農村地域のコ

ミュニティの維持にとって大きな問題となっています。 

 若い農業後継者が経営にスムーズに対応し、経験不足や労働力不足等を補うための技

術の導入や、働き方の改革を通じた省力化などが求められています。また、新規就農者

や新規参入者の受入れ体制を確立するとともに、経験豊かな高齢者や、農村社会の重要

な担い手である女性の活動を推進し、地域ぐるみで担い手確保に取り組む必要がありま

す。 

 

（1）後継者の育成・確保 

 （公財）幕別町農業振興公社と連携し、「グリーンパートナー事業」を通じて、農村地

域の活性化にも繋がる、農業後継者のうち独身である男性や、女性農業者のパートナー

作りを支援し、農業後継者の育成や仲間づくりに関する対策事業を推進するとともに、

新規参入者の育成・確保を図ります。 

 また、関係団体等で実施するリーダー育成専門研修会やヤングファーマーズ講座を通

じて、担い手の育成を図ります。 

 

  

１ 担い手の育成・確保 
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 具体的な施策  

 

① 担い手支援センターの充実 

  新規学卒者やＵターン、新規参入等、就農形態が多様化する中で、新規就農者の確

保・育成を総合的に推進し、さらには農業を経営されている方の経営管理能力向上な

どの総合的な支援を行う拠点として、担い手支援センターである（公財）幕別町農業

振興公社が実施する「まくべつ農村アカデミー研修事業」や「グリーンパートナ－対

策事業」の取組を充実します。 

 

② 畜産の担い手となる人材の確保 

  後継者や新規参入者など、今後の畜産を支える意欲と能力のある多様な人材の育

成・確保を図るため、（公財）幕別町農業振興公社と連携し、新規就農希望者等に対す

る研修や情報の提供及び離農跡地等の有効活用による円滑な経営継承を推進します。 

 

③ 青年等就農計画認定制度の活用 

  新たに農業経営を営もうとする新規参入者を地域農業の担い手として育成するか

らには、就農段階から農業経営の改善・発展段階まで一貫した支援が必要であること

から、農業経営基盤強化促進法に位置づけられる「青年等就農計画制度」を活用し無

利子融資や補助金の交付などのメリット措置を集中的に実施して、早期の経営安定に

向けた支援体制を確立します。 

 

 《認定新規就農者数 R5.3.31 現在》 

  青年 中高年 法人 共同申請 計 

認定新規就農者 0 0 1 1 2 

 

④ 労働力対策のための協議の場の創設 

  担い手不足を解消するため、町内４つの農業協同組合の担当者や関係機関、行政担

当者が連携し、ゆとりみらい２１推進協議会に専門部会を設置する等の対応をとり、

将来にわたる考え方や対策について協議をする場を創設します。 
※ゆとりみらい２１推進協議会～P７0 参照 

 

⑤ 北海道指導農業士・北海道農業士制度の積極的な活用 

  地域農業の担い手として積極的な意欲と能力を有する者の育成指導や地域農業の

振興に対する助言、協力を行う優れた農業者を北海道が認定する北海道指導農業士制

度では、現在、幕別町で７人の指導農業士が活躍しています。また、地域農業の担い

手として優れた能力を有し、経営改善や地域農業振興等に積極的に参加協力する意欲

旺盛な農業者を北海道が認定する北海道農業士の制度では、幕別町内で１６人の農業

士が活躍しています。ただ、どちらの制度で認定された農業者も高齢化が進んでおり、

新たな農業者の推薦・認定を積極的に進めることが、これらの制度を活用し、幕別町

内の地域農業を振興する上で重要となるため、ゆとりみらい２１推進協議会の営農部

会等と連携しながら、制度が円滑かつ効果的に運用されるよう、対応を進めます。 
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《北海道指導農業士》 ７名                    （敬称略） 

名前 経営 名前 経営 

佐藤 孝広 酪農・畑作 小川 純文 畑作・野菜 

山下 浩昭 畑作 森  鐘雅 酪農・畑作 

髙野 英一 酪農・畑作 黒沼 茂樹 肉牛・畑作 

石黒 和彦 酪農     
《Ｒ5.4 月現在》 

 

《北海道農業士》１6 名                      （敬称略） 

名前 経営 名前 経営 名前 経営 

梅津民子 酪農 黒沼孝子 畑作・酪農 牧田真一 酪農・畑作 

佐藤悦啓 畑作 宮北充博 畑作・酪農 山田一博 野菜・畑作 

香西浩志 畑作・野菜 上原 覚 畑作 岸上哲雄 畑作・野菜 

笹島喜郎 畑作・野菜・養鶏 角田成幸 畑作・酪農 六郎田崇 畑作・野菜 

中田輝幸 畑作 遠藤 浩 酪農・畑作   

山田浩幸 畑作 中村直仁 畑作・園芸   
《Ｒ5.4 月現在》 

 

《農家戸数の推移》 

 
【農林業センサス】 
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農家戸数は年々減少を続けている。幕別町でも昭和

45 年の 1,325 戸から、平成２年に 831 戸、平成

22 年には 632 戸まで減少し、直近の令和２年の調

査では 514 戸まで減少した。前回計画策定時より

も 55 戸の減少で、今後も緩やかではあるが減少す

ることが推定される。 
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《道内における新規就農者数の推移》

 
【北海道調べ】 

 

北海道における新規就農者は、過去２０年で約４割減少し、令和４年は最少の 410 人

となっています。また、新規学卒者やＵターン就農者は減少傾向であるものの、新規参

入者は増加傾向にあります。 

 

《幕別町における新規就農者数の推移》 

 
【幕別町農業振興公社調べ】 

 

 幕別町における新規就農者は、過去２０年で平成１９年度の１９人をピークに減少傾

向にあり、令和４年度は１１人となっています。新規参入者は、令和２年度以降、０人

となっていますが、令和５年度においては、新規参入に向けての研修や準備を進めてい

る方がいます。 
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《農業後継者の有無別農家戸数》 

  計 

５年以内に農業を引き継ぐ後継者を確保している ５年以内に 

農業経営を 

引き継が 

な  い 

確保して 

い な い 
小 計 親 族 

親族以外の 

経営内部の 

人  材 

経営外部 

の 人 材 

北海道 34,913 
7,357 6,747 462 148 3,477 24,079 

21.0%    10.0% 69.0% 

十勝 5,266 
1,355 1,245 103 7 695 3,216 

25.7%    13.2% 61.1% 

帯広市 613 
173 168 3 2 83 357 

28.2%    13.5% 58.3% 

音更町 668 
254 208 46 - 66 348 

38.0%    9.9% 52.1% 

芽室町 546 
147 146 1 - 71 328 

26.9%    13.0% 60.1% 

幕別町 514 
100 97 1 2 47 367 

19.5%    9.1% 71.4% 

【2020 農林業センサス】 

 

 ５年以内に後継者がいる農家戸数をみると、北海道での割合が約２１％なのに対し、

幕別町では約２０％と低く、十勝の平均約２６％と比較しても、低くなっています。近

隣３市町村と比較すると、一番割合の高い音更町と比べて約１８％低く、最低の割合と

なっています。 

 

《経営主の年齢別農家戸数》 

  計 15-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-79 80- 

北海道 34,913 
- 218 3,192 6,475 8,217 9,915 5,112 1,784 

0.0% 0.6% 9.1% 18.5% 23.5% 28.4% 14.6% 5.1% 

十勝 5,266 
- 30 676 1,291 1,467 1,278 413 111 

0.0% 0.6% 12.8% 24.5% 27.9% 24.3% 7.8% 2.1% 

幕別町 514 
- 6 54 112 139 133 56 14 

0.0% 1.2% 10.5% 21.8% 27.0% 25.9% 10.9% 2.7% 

【2020 農林業センサス】 

 

 経営主の年齢別で農家戸数をみると、北海道では６０歳未満の経営主である農家戸数

の割合が約５２％、十勝では約６６％、幕別町では約６１％で、北海道全体と比較する

とやや若い経営主が多くなっていますが、一方で７５歳を超える高齢の経営主も幕別町

では約８％おり、営農の継続に当たっての後継者の確保や、新規就農者の確保等の担い

手対策が急務であることが伺えます。 
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《幕別町における独身後継者数の推移》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日現在       【幕別町農業振興公社調べ】 

 

 

 

 

 

《幕別町における独身後継者の年齢構成》《幕別町における農業後継者成婚者数の推移》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年４月１日現在                   【幕別町農業振興公社調べ】 

【幕別町農業振興公社調べ】 

 

 

  

 幕別町における独身後継者は、

ほぼ１２０人程度で推移していま

すが、年齢構成を見ると４０代と

５０代が全体の４５％を占めてい

て、独身後継者の高齢化が顕著に

なっており、花嫁対策事業の重要

性が高まっている傾向が伺えま

す。 

 花嫁対策についての現況は、全

てが事業の効果とはいえないもの

の、成婚者が平均６組と安定的に

成果が現れており、今後とも積極

的に事業を推進していく必要性が

あると考えられます。 

 

年度 幕別地区 忠類地区 合計

H26 116 21 137

H27 133 17 150

H28 110 14 124

H29 112 12 124

H30 103 10 113

H31 106 13 119

R2 102 16 118

R3 107 15 122

R4 106 12 118

R5 113 15 128
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29%

30…40代

15%

50代以上

30%

6

4

10 8

7

4

7
6

3

4

0

2

4

6

8

10

12

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４

（組）



- 13 - 

幕別町農業農村振興計画 2018 後期見直し 2023～2027 

 

（2）ＩＣＴを活用した機械の導入に対する支援 

 労働力確保のため、各経営体においてＧＰＳガイダンス等のＩＣＴを活用した機器類

導入に対し幕別町農業ゆとりみらい総合資金貸付金等により支援し、スマート農業の導

入を促進します。 

 

 具体的な施策  

⑥ 幕別町農業ゆとりみらい総合資金貸付金による支援 

  ＩＣＴ機器類の導入が積極的に進められるよう、幕別町農業ゆとりみらい総合資金

貸付金により経営体を支援します。 

 

⑦ 飼養管理技術向上の推進 

  地域の自主的な取組を基本に、適正な飼料給与、繁殖管理等の飼養管理技術の改善、

高位平準化に努めるとともに、経営内容の点検・把握・分析による各種経営診断情報

を経営に反映することによる経営の合理化を推進します。 

 

⑧ 高度な飼養管理技術を活用した経営体の育成 

  多様化する経営形態に対応した、搾乳ロボット、ほ乳ロボット、ＴＭＲ給与システ

ムの飼養管理支援機器等を、畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業（畜産クラス

ター事業）などの活用を推進し、収益力の向上及び労働軽減等を図ります。 

 

（3）女性農業者が活躍できる経営の推進  

家族経営体の経営主とともに意欲的に活動する女性農業者の立場の尊重や待遇など

を明確にする活動を支援するとともに、農業や農村社会における技術や知識を早急に習

得するための活動を支援します。 

また、女性特有の視点などを活かした考え方が、農業に取り込めるような体制づくり

や役割分担などを積極的に推進します。 

 

 具体的な施策  

⑨ 先進的家族経営協定の締結支援 

  農業経営を魅力的でやりがいのあるものにするため、家族経営協定の締結を支援し

ます。また、農業者年金加入時に協定を締結した農業者や、これから締結する農業者

に対して先進的家族経営協定のＰＲを行い、女性農業者が経営に参画しやすい環境づ

くりを推進します。 

 

《先進的家族経営協定の締結数》 

【幕別町調べ】 

  

区分 ～Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4
ＪＡ幕別町 10 1 2 2 1 1 7 4 5
ＪＡさつない 1 3 1 1 1 4 2
ＪＡ忠類 1 3 1 1 2
ＪＡ帯広大正 1 3
非組合員 1

計 12 1 2 9 2 4 1 1 0 2 0 2 0 8 8 7
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（4）まくべつ農村アカデミーの充実 

農業後継者の価値観の変化、新たな視点を有する新規就農希望者に対応するため、（公

財）幕別町農業振興公社が実施するアカデミー研修事業の充実を支援します。 

 

 具体的な施策  

⑩ アカデミー研修事業の充実 

  研修生の研修ニーズの的確な把握に努め、農業経営環境の変化や地域の実情に対応

できるようアカデミー研修の充実を支援し、将来の幕別町を担う農業者の担い手を育

成します。 

 

（５）労働力確保のための農福連携 

 労働力不足の農業分野と、働く場を求める福祉分野の双方の課題を解決するため、障

がい者や高齢者が農業に携わることができる環境づくり（農福連携事業）を推進します。 

 

 具体的な施策  

⑪ 農福連携の推進 

  関係部署と連携しながら、農業者と福祉事業者とをマッチングする機会を提供し、

農福連携の実現を支援します。 
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項  目 具体的な施策 

(1)農地の基盤整備の推進 ①道営農地整備事業の実施 

(2)土地改良施設の適正管理 ②各活動組織と連携した施設の点検 

 ③各施設の長寿命化計画（機能保全計画）の策定 

(3)計画的な農道の整備 ④道営農地整備事業や道路事業などを活用した農

道整備の実施 

◆関連計画等 ■北海道農業農村整備推進方針 

 

 農地の生産性の向上や農作業の効率化を図るため、これまで道営事業により暗渠排水

整備を中心に進めてきました。整備から数十年を経過した圃場では排水効果が低下して

きているため再整備が必要となっており、起伏と褶曲の多い地域や形状等が悪く農作業

効率が劣る圃場では、起伏修正や勾配修正の整備が必要となっています。また担い手の

減少に伴い、１戸当たりの経営耕地面積が大きくなってきており、農業者の高齢化等も

進んでいることから農作業の効率化が急務となっています。 

 このことから、担い手の規模拡大や農地の集約化を念頭においた長期的な計画を策定

し、情勢の変化を踏まえて見直しを行うとともに、地域の意向を取り入れた基盤整備を

展開します。また、整備された農地の基盤を活用し、収益性の高い営農を推進します。 

 

（1）農地の基盤整備の推進 

 過去に整備された暗渠排水施設の耐用年数が経過している農地の再整備と、更なる農

地の生産性の向上や農作業の効率化を図るため、担い手農家の規模拡大や農地の集約化

を念頭においた長期的な事業計画を策定し、農業情勢の変化に対応しながら計画的に整

備を実施します。 

 

 具体的な施策  

① 道営農地整備事業の実施（計画地区は随時、北海道と協議の上で順次決定） 

地区名 事業期間 整備工種 

忠類 H26 ～ H30 農道、区画整理、暗渠排水、土層改良 

中里 H24 ～ R2 農道、区画整理、暗渠排水、土層改良、畑地かんがい 

中央幕別西 H26 ～ R2 農道、区画整理、暗渠排水、土層改良、畑地かんがい 

西幕別第２ H27 ～ R3 農道、区画整理、暗渠排水、土層改良、営農用水 

駒畠 H25 ～ R4 農道、区画整理、暗渠排水、土層改良、畑地かんがい 

相川第２ H28 ～ R6 農道、区画整理、暗渠排水、畑地かんがい 

軍豊第２ H30 ～ R7 農道、明渠排水、区画整理（暗渠排水含む） 

新川二期 H30 ～ R9 排水機場、明渠排水 

糠内第３ R1 ～ R7 農道、明渠排水、区画整理（暗渠排水含む）、土層改良 

糠内１ R3 ～ R6 明渠排水 

相川１ R4 ～ R6 明渠排水 

明倫新和 R5 ～ R11 区画整理（暗渠排水含む） 

２ 農業基盤の整備 
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西幕別第３ R6 ～ R14 農道、区画整理（暗渠排水含む）、畑地かんがい 

中里美川 R7 ～ R15 農道、区画整理（暗渠排水含む）、土層改良 

忠類 Ｒ２ ～ Ｒ６ 区画整理、暗渠排水、土層改良 

 

（2）土地改良施設の適正管理 

 これまで整備された土地改良施設の機能の発揮と長寿命化を図るため、全施設の機能

診断を実施し、その結果に基づき計画的な補修や改修を進めます。また、各活動組織と

連携したきめ細やかな維持管理体制を継続します。 

 

 具体的な施策  

② 各活動組織と連携した施設の点検 

③ 各施設の長寿命化計画（機能保全計画）の策定 

 

（3）計画的な農道の整備 

 計画策定より５年間でその他地域（市街地以外）の道路整備は、未改良延長が 0.3％

減少していますが、今後も効率的な農畜産物の輸送や快適な生活環境を確保するため、

計画的な農道整備を進めます。 

 

《幕別町の道路の整備状況（令和 5 年 4 月現在）》         （単位：km） 

  区分 路線数 実延長 舗装済 規格改良・未改良別 

道 路 延

長 

規 格 改

良済 

未改良 計 

H19.4

末 

市街地 631 133.9 126.7 127.5 6.4 133.9 

その他 368 747.8 380.1 473.3 274.5 747.8 

計 999 881.7 506.8 600.8 280.9 881.7 

H30.4

末 

市街地 700 148.7 143.7 145.5 3.2 148.7 

その他 324 733.4 392.7 477.1 256.3 733.4 

計 1,024 882.1 536.4 622.6 259.5 882.1 

R5.4 末 市街地 700 148.7 144.7 145.5 3.2 148.7 

その他 324 733.7 397.3 478.2 255.5 733.7 

計 1,024 882.4 542.0 623.7 258.7 882.4 

【幕別町調べ】 

 

 具体的な施策  

④ 道営農地整備事業や道路事業などを活用した農道整備の実施 
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項  目 具体的な施策 

(１)各種情報機器の整備・更新 ①気象情報観測機器の更新 

(２)農地台帳システムの活用 ②農業委員会総会における農地の権利移動等のデ

ータ更新 

③国が進める農地情報公開システム（全国農地ナ

ビ）のデータ更新 

 

 農業振興地域整備関連の業務支援として「農業振興地域管理システム」、農作業の効率

的な計画作成のための気象情報を提供するために「地域微気象観測システム」、農業委員

会の「農地台帳システム」などを活用し、効率的かつ確実に事務作業などを進めていま

す。幕別地域には５箇所のマメダス、１箇所のアメダスの設置があり、地域に即した気

象情報の提供を行っています。忠類地域においては、平成１８年と平成１９年の２ヵ年

に渡って簡易的な観測機器を設置してデータ収集を図り、この結果に基づいて「海が近

く冷涼な気候」の中当（海側）と、「内陸的な温暖な気候」の上当（内陸）の２地区に、

平成２１年１０月にそれぞれ１基ずつマメダスを設置しています。  

 各システムの運用に当たっては、時代に対応した更新などを検討していくことが必要

不可欠です。また、畜産・酪農経営の支援のために活用できる事業の的確な把握に努め、

情報提供を行うことが重要となっています。 

 

（１）各種情報機器の整備・更新 

 効率的な事務や情報提供を実施するため、各種システムや情報機器の整備・更新を計

画的に対応します。 

 

 具体的な施策  

① 気象情報観測機器の更新 

 気象情報観測機器は、設置後１０年経過したことから、幕別地域に設置する機器は

令和３年に、忠類地域に設置する機器は令和２年に更新しました。 

 今後においても、正確で安定した気象情報を提供するため、観測機器類の適正管理

に努めます。  

３ 農業支援システムの充実 
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（２）農地台帳システムの活用 

 農地台帳システムは、農業委員会（忠類支局を含む。）及び農業振興公社で利活用して

いますが、農業者が効率的な農業経営が行えるよう、システムデータの更新等の維持管

理を行い、より正確な農地情報の提供に努めます。 

 

 具体的な施策  

② 農業委員会総会における農地の権利移動等のデータ更新 

③ 国が進める農地情報公開システム（全国農地ナビ）のデータ更新 

 

★ 全国農地ナビ 

 担い手への農地集積・集約化を進めるため、農業委員会等が整備している農地

台帳に基づく農地情報を電子化・地図化して公開する全国統一的なクラウドシス

テム（全国農地ナビ）として整備。平成２７年４月から稼動し、農地情報の公開

を開始。 
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項  目 具体的な施策 

(1)規模拡大農家への支援 ①農業経営基盤強化資金等の利子補給事業 

 ②担い手確保・経営強化支援事業補助金等の活用 

(2)遊休農地の発生防止 ③利用状況調査（農地パトロール）の実施 

(3)農地流動化の促進 ④地域計画の策定と実現 

 ⑤農地中間管理事業の推進 

◆関連計画等 
■幕別町人・農地プラン 

■農業経営基盤強化の促進に関する基本構想（農用地利用面積の９５％） 

 

 幕別町の農業生産力を維持するとともに、効率的な土地利用を展開するためには、飛

び地を解消し、農地の集団化を図り、利用集積を進めることも重要な対策の一つです。

しかしながら、農業の先行きの不安、農業労働力の不足等を背景に生産者の経営規模拡

大に対する考え方は慎重になっています。このことから規模縮小農家や離農される方が

安心して農地を貸借や売買に出せるよう、画一化された中で利用集積を進めることが必

要です。 

 現状では、地域によって農地の貸借や売買の希望があっても、個人経営体での利用に

は限界があり、そのような地域における農業経営の在り方について、法人化や団体利用

なども含めた将来的な営農方法についての検討も重要な課題となっています。 

 

（1）規模拡大農家への支援 

 経営規模の拡大に取り組む積極的な生産者の経営の早期安定を図るため、幕別町農業

金融制度総合推進会議による融資・保証審査や経営診断を通じて支援を行います。 

 また、農地の購入に要した資金に対して利子補給等の支援を行います。 

 

 具体的な施策  

① 農業経営基盤強化資金等の利子補給事業 

  農業経営基盤強化促進法に基づく農業経営改善計画の認定を受けた認定農業者が

借り入れた農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金、２１世紀農業フロンティア融資

事業を含む。）の実質金利引き下げのため実施している利子補給事業について、継続し

て令和 16 年の事業終了まで実施し、経営の安定化を支援します。 

 

② 担い手確保・経営強化支援事業補助金等の活用 

  国の間接補助である担い手確保・経営強化支援事業補助金等、農地の集積や集約化

に取り組む地区として「地域計画」を適切に作成している地区が活用可能な補助事業

などの情報を的確に周知し、活用を促進します。 

  

４ 農地の集積と集約化 
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（2）遊休農地の発生防止 

 地域における農地の利用調整をはじめ、農地保有合理化事業等の農地流動化対策を積

極的に活用し、農地の集積により効率的な圃場を形成させ、不合理な農地の発生を防ぎ

ます。また、多面的機能支払交付金事業の各活動組織が行う農地維持活動を推進し、遊

休農地が発生するのを未然に防ぎます。 

 

 具体的な施策  

③ 利用状況調査（農地パトロール）の実施 

  遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法として、農地の利用推進に繋げるた

め、農業委員会が毎年重点的に行っている利用状況調査（農地パトロール）と合わせ

て、農業委員による日常の活動により、遊休農地の発生防止に努めます。また（公財）

幕別町農業振興公社及び（公財）北海道農業公社と連携して、農地利用集積円滑化事

業や農地中間管理事業の活用を図り、担い手への農地利用集積・集約化を推進し、遊

休農地の発生を未然に防ぎます。 
 

《幕別町の種別耕地面積の推移》            （単位：ha） 

年度 田 普通畑 牧草地 樹園地 耕地面積計 

S57 356 16,510 6,273 1 23,140 

S61 170 16,510 6,290 0 22,970 

H2 132 16,870 6,388 0 23,390 

H6 118 16,360 6,819 3 23,300 

H10 118 16,130 6,969 3 23,220 

H14 33 15,960 7,037 0 23,030 

H18 31 15,700 6,969 0 22,700 

H29 31 22,500 - - 22,500 

Ｒ２ 31 22,500 - - 22,500 

                          【北海道農林水産統計（総合編）】 

※H29 以降の普通畑には統計上、牧草地などの区分がなくなったため全て含む。 

※H29 以降の耕地面積計は 10０ｈａ未満を切り捨てたため合計と合わない。 
 

《市町村別耕地面積の推移》            （単位：ha） 

  幕別町 十勝 帯広市 音更町 芽室町 

H25 22,500 255,000 23,000 24,300 21,400 

H26 22,500 254,900 23,000 24,300 21,400 

H27 22,500 254,900 23,000 24,300 21,400 

H28 22,500 254,900 23,000 24,300 21,400 

H29 22,500 254,600 22,900 24,300 21,300 

H30 22,500 254,070 23,000 23,900 21,400 

R1 22,500 254,060 23,000 23,900 21,400 

R2 22,500 253,850 22,900 23,900 21,400 

R3 22,500 254,600 22,900 24,300 21,400 

R4 22,500 254,600 22,900 24,300 21,400 

                       【北海道農林水産統計（総合編）】 
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幕別町における種別の耕地面積は、農林業センサスによる統計資料を見ても、全体で

は４０年前と比較しても変わりはありません。種別で見ると田が大きく減少しています

が、これも前回計画の１５年前と比較すると変わりはありません。 

 また、市町村別の耕地面積を見ると、幕別町ほか近隣３市町村ともに、ここ１０年で

の耕地面積に大きな変化はなく、規模縮小農家や離農する農家が増加する中で、農地の

利用集積が進み、遊休農地や耕作放棄地などが発生せずに、農地が活用されていること

が伺えます。 

 

《経営面積別経営体数》                     （単位：ha） 

 

【2020 農林業センサス】 

 

 北海道では、経営面積が１０ｈａから２０ｈａまでの経営体の割合が最も多いのに比

べて、十勝・幕別町ともに３０ｈａから５０ｈａまでの経営体の割合が最も多く、大規

模な経営の人が多いことが伺えます。また、幕別町では５０ｈａ以上の経営面積を持つ

大規模な経営体が１５３戸、約３０％と全経営体の１/３を占めており、幕別町全体で経

営面積の大規模化が進行していることが伺えます。 

 

（3）農地流動化の促進 

 担い手の経営の安定化・効率化を図るため、農地の流動化を促進し、農地の集積・集

約化を推進します。 

 

 具体的な施策  

④ 地域計画の策定と実現 

これまでの「人・農地プラン」を基礎として、農業者やその他の地域住民等による

話合いを行い、本町における農業の将来の在り方や農用地の効率的かつ総合的な利用

に関する目標を担い手ごとに地図上で明確化する「地域計画」を策定し、地域の実情

に合った農用地の在り方の実現に向けて、計画的な利用集積及び集約化を促進します。 

 

⑤ 農地中間管理事業の推進 

後継者の不在や高齢化による担い手の減少が進む中で、農業経営の規模拡大や農用

地の集団化を目指す担い手、あるいは農業への新規参入を希望する方へ、効率的に営

農できるよう農用地を集約して貸付するため、農地中間管理事業を推進し、農業の生

産性向上を図るよう努めます。 

また、農業経営の規模拡大や農地の集団化を行う担い手を支援するため、（公財）幕

別町農業振興公社及び農地中間管理機構である（公財）北海道農業公社と連携を図り

農地保有合理化事業を推進します。 

  

計 なし ～0.3 ～0.5 ～1.0 ～1.5 ～2.0 ～3.0 ～5.0 ～10.0 ～20.0 ～30.0 ～50.0 ～100.0 ～150 150～

871 399 748 1,123 937 694 1,247 2,114 4,080 6,280 4,778 5,848 4,422 830 542

2.4% 1.1% 2.1% 3.2% 2.7% 2.0% 3.6% 6.0% 11.7% 18.0% 13.7% 16.8% 12.7% 2.4% 1.6%

171 20 27 34 29 19 56 72 135 375 829 2,048 1,231 119 101

3.2% 0.4% 0.5% 0.6% 0.6% 0.4% 1.1% 1.4% 2.5% 7.1% 15.7% 38.9% 23.4% 2.3% 1.9%

18 5 4 4 3 3 9 12 13 62 90 138 128 17 8

3.5% 1.0% 0.7% 0.8% 0.6% 0.6% 1.8% 2.3% 2.5% 12.1% 17.5% 26.8% 24.9% 3.3% 1.6%
幕別町

十勝

北海道 34,913

514

5,266
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《流動化の種別面積と総件数の推移》              （単位：件、ha） 

 
【幕別町農業委員会調べ】 

 

《流動化の法律別面積と全体に占める基盤強化法が占める割合》    （単位：ha） 

 
【幕別町農業委員会調べ】 

  

1,280.7 

763.2 

934.4 921.1 

765.2 813.0 

837.9 
829.6 

844.4 

943.5 

156.7 

411.1 

514.8 

407.4 

682.2 528.7 548.6 

757.3 783.5 712.0 

223.8 183.3 141.2 147.4 

271.9 

94.6 
138.8 

36.2 0.6 30.0 

425.4 
343.6 

481.8 

350.6 393.8 

200.3 

415.4 
473.8 

366.2 383.7 

254.0 

237.0 

268.0 
271.0 

252.0 

236.0 

258.0 
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255.0 
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合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計 合計

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

賃貸借（計） 使用貸借（計） 贈与 売買（計） 総件数

749.0 823.8 

854.7 
799.6 

1,227.5 

928.8 1,068.5 1,086.0 

1,198.2 
1,118.6 1,337.6 

877.4 

1,217.5 

1,026.9 

885.6 712.0 872.2 

1,010.9 

796.5 
950.6 
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41.9% 43.4% 44.9%
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農地法（ｈａ） 強化法（ｈａ） 強化法の率



- 23 - 

幕別町農業農村振興計画 2018 後期見直し 2023～2027 

 

★ 「幕別町人・農地プラン」（令和５年３月 30 日更新） 

 今後の地域の中心となる経営体などについて明らかにし、担い手の確保状況や将

来の農地利用の在り方、農地流動化のための農地中間管理機構の活用方針などを示

したもの。国の担い手・経営体関係の補助金の対象となる要件として、「人・農地プ

ラン」が適切に策定され、位置づけられている経営体であることが求められている。 

 

《「幕別町人・農地プラン(R5.３.30)」に位置づけられた経営体》 

  幕別地域 札内地域 忠類地域 帯広大正 

経営体数 243 118 66 49 

【幕別町調べ】 
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項  目 具体的な施策 

(1)営農指導体制の強化 ①経営改善計画の認定・更新の支援 

②関連機関等による情報提供の充実 

③災害時における飼養管理対応 

(2)農業金融制度資金等の効果的な活用 ④幕別町農業ゆとりみらい総合資金貸付金による

支援 

(3)経営構造の強化と見直しに対する支援 

 

⑤農業経営基盤強化の促進に関する基本構想の適

切な見直し 

⑥需要に応じた生産体系の確立 

⑦耕種農家等における肉用牛の導入・肉用牛経営

の一貫化等の推進 

⑧幕別町農業試験圃場の活用 

(4)労働条件の改善 ⑨先進的家族経営協定締結の取組に対する支援 

⑩営農支援組織の取組を支援 

⑪援農協力会の活動支援 

⑫コントラクター組織の支援 

⑬持続可能な物流体制の実現 

(5)農作業事故を防止する取組 ⑭農作業事故防止のための広報・周知活動 

(6)農業経営の法人化に対する支援 ⑮農業経営の法人化に係る情報提供等 

⑯法人化に関する研修会・講習会等の開催 

◆関連計画等 
■（基本構想）法人化の目標 R３：５６経営体→R１２：７５経営体 

■認定農業者制度・フォローアップ 

 

 農業を取り巻く環境は、ＴＰＰ１１、日ＥＵ・ＥＰＡ等による関税削減等の影響で価

格低下による生産額の減少などが生じ、農業所得の確保は重要な課題となっています。

国の対策である「経営所得安定対策」などによって所得は維持される見込みですが、影

響額も明確にはなっていないことなどから、経営体の体質強化や、安定的な生産体制の

維持、所得の確保は最大の課題となります。 

 ゆとりみらい２１推進協議会の指導部会による営農技術情報の発信や、農業協同組合

の経営指導、農業改良普及センター等の情報等を有効活用し、また、農業委員会や農業

振興公社といった機関とも連携し、経営体の基盤である土地の流動化等を促進し、安定

的な経営が維持できるよう、体制を構築しなければなりません。 

 

★ ＴＰＰ１１ 

 オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、マレーシア、メキシコ、ニュージ－ラ

ンド、シンガポール、ペルー、ベトナム、日本の１１カ国で締結する環太平洋パート

ナーシップ協定（Trans-Pacific Partnership Agreement）の略で、環太平洋の

国々による経済の自由化を目的とした多角的な経済連携協定。２０１８年１２月３

０日に発効した。 

  

５ 農業経営の安定化 
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（1）営農指導体制の強化 

 効率的かつ安定的な農業経営の改善を図るため、農業協同組合、農業改良普及セン 

ター、農業委員会、町などが連携し、適切な役割分担のもとに生産や経営に関する指 

導体制を強化します。 

 

 具体的な施策  

① 農業経営改善計画の認定・更新の支援 

 経営体が作成する「農業経営改善計画」の作成・認定を通じて、経営者自らが経営

内容を熟知し、経営構造の改善に向けた目標を達成するために、各関係機関との連携

を強化して情報収集・提供に努めます。 

 「農業経営改善計画」の認定・更新等に関わる業務は、関係機関で設置している幕

別町農業再生協議会で担い、経営体の計画作成段階から積極的な支援を行います。特

に更新時にあっては、実績に基づいた適切な目標が設定されていますが、将来的な経

営方針についての専門的な見解なども交えて必要なフォローアップを行います。 

また、成熟してきた認定農業者制度が適切に活用されるよう各経営体に指導を行う

とともに、必要に応じて農業経営の法人化などを促進し、効率的で安定的な農業経営

体の育成・確保を図ります。 

※幕別町農業再生協議会～Ｐ70 参照 

 

《農業経営改善計画の認定数（認定農業者数）の推移》 

 
【幕別町調べ】 
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 農業経営改善計画の認定数（認定農業者数）は、農家戸数の減少とともに減りつつあ

りますが、農家戸数全体に占める認定割合は約９３％と、高い割合で推移しており、依

然として経営改善に積極的に経営体が取り組む姿勢が顕著であることから、この取組を

維持・継続していく必要があります。 

 

★ 幕別町農業再生協議会 （P70) 

 前計画時点では、経営改善計画関連の業務は「幕別町担い手育成総合支援協議

会」が担っていましたが、平成１９年度に「幕別町水田農業推進協議会」と統合し、

平成２３年度からは「幕別町農業再生協議会」としてこれらの業務を担い、活動し

ています。 

 

 

② 関連機関等による情報提供の充実 

 ゆとりみらい２１推進協議会に常設する「指導部会」による作況情報や営農技術情

報の提供、農業改良普及センターによる品種に関する情報や薬剤に関する情報提供及

び各農業協同組合による経営体への営農指導など、関係機関が常に連携を図りながら

一体となって指導体制の充実と強化を図ります。特に、近年の夏にあっては猛暑が続

くなど、これまでにない高温化傾向により農作物の生育に影響が生じていることから、

迅速な情報提供等に努めます。 

 

③ 災害時における飼養管理対応 

 近年の酪農は、規模の拡大に伴い乳牛の飼養管理施設の装備も大型化し、大容量の

電力等を必要とするようになりました。そのため、台風や強風等に伴う気象災害にお

いて電気等の供給が絶たれ、さらに数日に及んだ場合には、その対応策を講じなけれ

ば、管理の恒常性が求められる乳牛や生乳に多大な被害を及ぼすことになります。 

 停電時等に迅速な飼養管理に対応できるよう、ゆとりみらい２１推進協議会が作成

した「災害時における酪農危機管理マニュアル」に基づき対応します。 

 

（2）農業金融制度資金等の効果的な活用 

 農業金融制度資金のほか、幕別町農業ゆとりみらい総合資金貸付金の活用を通じて、

経営体がチャレンジする新たな取組等を積極的に支援し、従来の方法に頼らない、足腰

の強い経営体を育成し、経営強化を図ります。 

 

 具体的な施策  

④ 幕別町農業ゆとりみらい総合資金貸付金による支援 

 経営体が安定経営のために導入する機械・家畜等について、制度資金では補えない

いわゆる制度の狭間にある案件などに対し、町独自の事業として幕別町農業ゆとりみ

らい総合資金貸付金事業を活用いただいています。資金のメニューや貸付に当たって

の利息の設定等、時代背景や農業施策の現況・将来的な方向性と整合性をとる形で貸

付の内容などを見直し、経営体の積極的な経営改善を支援します。 
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（3）経営構造の強化と見直しに対する支援 

 農業所得の安定確保のため、経営構造の改善に取り組む経営体を支援します。経営の

複合化や６次産業化等、他産業との連携や自らの経営体において高付加価値化を目指し

た生産方式・販売方法など新たなチャレンジを積極的に支援します。 

 

 具体的な施策  

⑤ 農業経営基盤強化の促進に関する基本構想の適切な見直し 

 各経営体が経営の指針とするための営農類型を提示し、社会情勢等によって変更す

る必要が生じた際には、農業経営基盤強化の促進に関する基本構想を速やかに見直し

て、常に時代に即した情報を提供します。 

 

★ 農業経営基盤強化の促進に関する基本構想 

 農業経営基盤強化促進法第６条第１項に基づき、「農業経営基盤強化の目標」「営

農類型ごとの農業経営指標」「農業経営基盤強化促進事業」「農地利用集積円滑化

事業」などに関する基本事項を定めたもので、北海道農業経営基盤強化促進基本方

針の見直しを受けて、令和５年９月に見直しを行っています。 

 

⑥ 需要に応じた生産体系の確立 

 国際情勢の変化等による原料の調達難や生産コストの増加に備えて、麦・大豆をは

じめとした輸出や加工・業務用等の増加する需要に対応するために、生産量増加や生

産コストの削減を促進し、農業経営の安定化に加えて本町農業の競争力強化を図りま

す。 

 

⑦ 耕種農家等における肉用牛の導入・肉用牛経営の一貫化等の推進 

 繁殖基盤の維持・強化、堆肥や稲わら等の圃場副産物、遊休農地の有効活用を図る

ため、耕種農家、馬飼養農家等における肉用牛の導入を通じた複合経営を推進します。

また、地域内・経営内一貫経営への移行等を通じた肉用牛経営の体質強化を図ります。 

 

⑧ 幕別町農業試験圃場の活用 

 新たな作物等の導入のために必要な情報等が、経営体にスムーズに提供され、有効

活用されるよう、その運営体制も見直しながら、幕別町農業試験圃場での試験結果を

基に情報提供を行います。 

 

★ 幕別町農業試験圃場 

平成２０年度から平成２９年度までの１０年間に、幕別町農業試験圃場で行わ

れた試験は１６２課題で、年平均１６課題の試験を行っており、新たな作物導入の

ための品種比較試験や収量品質試験をはじめ、経営体が必要とする施肥比較試験

や薬剤の比較試験など、受託先の依頼に応じた試験を行っています。 
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（4）労働条件の改善 

 経営主の高齢化・後継者不足による労働力不足の解消に向け、若い農業後継者や女性

農業者の意欲を高揚するために家族構成員の役割分担を明確にし、休日や給与の支給等

の労働条件の改善を実践している経営事例を収集・分析するとともに、これらを明文化

した「家族経営協定」を広め、労働条件の改善などに向けた意識を啓発します。 

 また、労働力不足の抜本的な対策のため、周年労働が必要な酪農家や肉用牛飼養農家

のゆとりを創出する酪農ヘルパー組合や農作物の播種・収穫、飼料作物の収穫・調製等

を担うコントラクター事業の体制強化に対する支援を行います。 

 

 具体的な施策  

⑨ 先進的家族経営協定締結の取組に対する支援 

 経営の安定化のためには、担い手不足の解消や後継者不足の解消が重要ですが、家

族経営体の中における若い農業後継者や女性農業者の意欲を高揚し、働き方改革とと

もに家族構成員の役割や労働条件などを明確化するため、先進的家族経営協定の締結

に向けた動きを支援します。また、農業委員会で実施している家族経営協定との一本

化について検討を進める等、経営体にとってわかりやすい制度となるよう運用の方法

などについて見直しを含めた検討を進めます。  

 

⑩ 営農支援組織の取組を支援 

 コントラクター、ＴＭＲセンターなどの農作業受託組織や酪農ヘルパー組合など営

農支援組織の取組を支援するとともに、オペレーター等の人材確保の取組などを支援

し、農業経営の安定化を図ります。 

 

《酪農ヘルパー加盟組合員数(幕別関係分・忠類関係分のみ抜粋)》 

組合 幕別・池田酪農ヘルパー有限責任事業組合 南十勝酪農ヘルパー

有限責任事業組合 

合計 

ＪＡ別 JA 幕別町 JA さつない ＪＡ忠類 

種別 酪農 肉用 酪農 肉用 酪農・肉用 

H31 14 1 17 0 49 81 

R2 13 0 16 0 46 75 

R3 13 0 15 0 47 75 

R4 12 0 14 0 44 70 

【幕別町調べ】 

《酪農ヘルパー組合のヘルパー人員及び利用日数などの推移》 

組合 

/年度 

幕別・池田酪農ヘルパー 

有限責任事業組合 

南十勝酪農ヘルパー 

有限責任事業組合 

専任ヘルパー サブヘルパー 利用日数 専任ヘルパー サブヘルパー 利用日数 

H31 6 14 1,010 18 0 1,258 

R2 8 12 1,008 16 0 1,200 

R3 6 12 868 17 3 1,047 

R4 6 12 754 17 4 937 

【幕別町調べ】 
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⑪ 援農協力会の活動支援 

  北海道中札内高等養護学校幕別分校生の農作業への体験実習受入れを行う等、農福

連携も考慮した福祉から農業への理解を深める活動を支援します。 

 

   ★ 幕別町援農協力会 

  関係団体と連携を図りながら、農業生産における労働力の安定確保と恒久的

就労に向けた就労条件の向上を目的としている団体で、就労者会員 24 名、生

産者会員 23 名、役員・事務局 14 名で構成されています。活動内容は毎年度、 

労使双方に理解をされる賃金協定の締結や、研修などを実施しています。 

 

⑫ コントラクター組織の支援 

 農作業での労働力不足が顕著になる中で、農業経営の安定化を図るためには酪農ヘ

ルパーの活用とともに、酪農家や肉用牛飼養農家等における飼料作物などの播種や収

穫作業の軽減のため欠かせない、コントラクター組織の活動を支援します。 

  

 

  

★ 幕別・池田酪農ヘルパー有限責任事業組合の現状・R5 年度事業計画より 

酪農ヘルパー事業は、酪畜農家の労働支援事業として不可欠な存在であり、組

合員の要望に対処しつつ、ヘルパー職員が意欲を持って働ける環境づくりに留意

し、健全で自立した組合運営を確立することが必要である。そのために、組合員

と職員間のコンセンサスを密にして、傷病をはじめとした緊急対応への充実、信

頼される技量を有した職員の育成に力を注ぐとともに、酪農ヘルパー制度の一層

の利用拡大と組合運営基盤の安定化を図ることを念頭に、重点目標を柱に事業を

推進している。 

 【重点目標】 

 ・酪畜農家の定期的農休日の定着化と普及活動 

 ・酪農ヘルパー稼動計画の樹立と調整  ・酪農ヘルパー職員の教育と研修 

 ・要員確保の強化  ・酪農ヘルパー組合関係補助事業の取組 

★ 南十勝酪農ヘルパー有限責任事業組合の現状・R5 年度事業計画より 

 酪農ヘルパーの派遣依頼については年々増加傾向にあり、現在のヘルパー要員 

 では要望に十分応えられない状況である。そのため、ヘルパー要員の確保には 

 特段の努力が必要であり、今年度においても、酪農ヘルパーの認知度を向上さ 

 せるため、酪農体験ツアーに力を入れていきたい。 

 【事業推進重点事項】 

 ・ヘルパー利用の推進  ・ヘルパー要員の確保及び作業技術のレベル向上 

 ・ヘルパー組合運営の安定化  

 ・ヘルパー業務を通じて酪農後継者育成に協力 
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《コントラクター事業実績（ＪＡ幕別町）》           単位（戸、ha） 

  デントコーン 牧草（１番） 牧草（２番・３番） 

戸数 面積 戸数 面積 戸数 面積 

Ｈ29 24 382 14 384 5 151 

Ｈ30 21 319 14 342 4 111 

Ｒ1 24 373 16 478 6 164 

Ｒ2 20 357 14 458 7 185 

Ｒ3 20 395 14 512 11 302 

Ｒ4 20 373 15 500 10 294 

 

《コントラクター事業実績（ＪＡ忠類）》            単位（戸、ha） 

  デントコーン 牧草（１番） 牧草（２番・３番） 

戸数 面積 戸数 面積 戸数 面積 

Ｈ29 21 791 20 2,051 18 1,665 

Ｈ30 21 806 20 2,107 20 2,012 

Ｒ1 18 793 20 2,238 16 1,406 

Ｒ2 18 827 19 2,199 14 1,471 

Ｒ3 16 508 18 1,415 12 625 

Ｒ4 16 536 20 1,465 12 621 

【幕別町調べ】 

     

 

⑬ 持続可能な物流体制の実現 

 物流分野において、燃料高騰や労働者の高齢化などによる労働力不足に加えて、

2024 年度からドライバーの時間外労働時間の上限規制が適用される中で、農業分野

における輸送の停滞が生じないよう、対策を講じていきます。 

  



- 31 - 

幕別町農業農村振興計画 2018 後期見直し 2023～2027 

 

（5）農作業事故を防止する取組 

 農業経営に重大な影響を及ぼす農作業事故を防止するため、作業灯や反射シールの普

及、事故発生原因からみた作業場の注意や、適切な休息時間の設定等の必要性について

啓発を行います。 

 

 具体的な施策  

⑭ 農作業事故防止のための広報・周知活動 

  農作業事故を防止するために、農繁期となる春と秋に各農業協同組合を通じて、ゆ

とりみらい２１推進協議会指導部会が発行する農業技術情報などで注意喚起を行い

ます。 

 

《北海道での農作業事故の発生状況》 

  死亡 負傷 合計 

男 女 計 男 女 計 

Ｈ30 15 3 18 1,441 707 2,148 2,166 

Ｒ1 17 2 19 1,548 730 2,278 2,297 

Ｒ2 10 6 16 1,409 688 2,097 2,113 

R3 14 2 16 1,469 676 2,145 2,161 

R4 9 0 9 1,428 708 2,136 2,145 

計 65 13 78 7,295 3,509 10,804 10,882 

【農作業事故報告書より】 

 

《十勝での農作業事故の発生状況》  
死亡 負傷 合計 

 
※北海道 ※割合 

Ｈ30 2 481 483 
 

2,166 22.30% 

Ｒ1 6 571 577 
 

2,297 25.12% 

Ｒ2 4 532 536  2,113 25.37% 

R3 0 511 511  2,161 23.65% 

R4 2 456 458  2,145 21.35% 

計 14 2,551 2,565 
 

10,882 23.57% 

【農作業事故報告書より】 

 

《幕別町での農作業事故の発生状況》  
死亡 負傷 合計 

 
※十勝 ※割合 

Ｈ30 0 47 47 
 

483 9.73% 

Ｒ1 0 57 57 
 

577 9.88% 

Ｒ2 0 38 38  536 7.09% 

R3 0 32 32  511 6.26% 

R4 0 36 36  458 7.86% 

計 ０ 210 210 
 

2,565 8.18% 

【農作業事故報告書より】 
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（6）農業経営の法人化に対する支援 

地域での話合いと合意形成を促進するため、農用地利用改善団体の設立を目指し担い

手の明確化や農用地の利用集積の方向性を定める取組を推進することによって、集落営

農の組織化及び将来的な集落営農の法人化を促進します。 

 

 具体的な施策  

⑮ 農業経営の法人化に係る情報提供等 

 農業経営に係る法人化等に取り組もうとする経営体からの相談は、農業委員会が窓

口となって受け付け、取組を進めるに当たって必要となる情報の提供等を経営体に行

います。 

 

⑯ 法人化に関する研修会・講習会等の開催 

 経営の法人化に関する情報収集や知識を深めるため、農業協同組合や関係機関と連

携しながら、各種研修会や講習会の開催を支援するなど、積極的に法人化に取り組む

経営体を支援します。 

 

《認定農業者に占める法人経営体数など》 

年度 

認定農業者総数 

  うち法人 割合 うち女性 割合 
うち共同

申請 
割合 

Ｈ25 524 33 6.3% 8 1.5% 33 6.3% 

Ｈ26 517 34 6.6% 7 1.4% 42 8.1% 

Ｈ27 509 37 7.3% 7 1.4% 48 9.4% 

Ｈ28 490 39 8.0% 6 1.2% 42 8.6% 

Ｈ29 490 50 10.2% 6 1.2% 41 8.4% 

Ｈ30 481 51 10.6% 6 1.2% 46 9.6% 

Ｒ1 477 55 11.5% 5 1.0% 49 10.3% 

Ｒ2 466 55 11.8% 6 1.3% 34 7.3% 

Ｒ3 460 54 11.7% 6 1.3% 28 6.1% 

Ｒ4 460 54 11.7% 6 1.3% 28 6.1% 

【幕別町調べ】 

《労働者の雇用実態》 

  雇い入れた

実経営体数 

人数 常雇用 臨時雇用 

雇い入れ

た実経営

体数 

人数 雇い入れ

た実経営

体数 

人数 

北海道 12,484 109,415 3,925 15,430 10,715 93,985 

十勝 2,169 24,367 734 3,269 1,819 21,098 

幕別町 209 3,191 74 260 182 2,931 

【2020 農林業センサス】 
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項  目 具体的な施策 

(1)地域資源の保全管理に取り組む地域活

動を支援 

①多面的機能支払交付金 

②中山間地域等直接支払交付金 

(2)環境に配慮した生産方式の支援 ③環境保全型農業直接支払交付金 

◆関連計画等 ■幕別町農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画 

 

 現在、幕別町内において、農業・農村が有する多面的機能の維持及び発揮を目的とし

て行われる農地や水路などの地域資源の保全管理に取り組む地域活動に１４の団体が

取り組んでいます。また、環境保全型農業は 7 つの団体が取り組み、環境に配慮した農

業生産方式を取り入れながら農業を営んでいますが、これらの持続可能な農業に対して

地域と一体となって支援していきます。  

 

（1）地域資源の保全管理に取り組む地域活動を支援 

 農業・農村が有する多面的機能の維持及び発揮を目的として行われる農地や水路など

の地域資源の保全管理に取り組む地域活動を支援します。 

 また、組織の広域化等により、事務の簡素化や活動しやすい環境を構築し、全町的な

取組となるよう推進します。 

 

 具体的な施策  

① 多面的機能支払交付金 

 幕別・札内地域において地域共同で行う多面的機能を支える活動や地域資源の質的

向上を図る取組を支援します。 

 

② 中山間地域等直接支払交付金 

 生産条件が不利な忠類地域において、集落協定に基づき行われる農業生産活動や多

面的機能増進活動等を支援します。 

 

 「環境保全型農業」など環境に配慮した農業生産方式を取り入れる農業者を支援し、

持続可能な農業を推進します。 

 

 具体的な施策  

③ 環境保全型農業直接支払交付金 

 農業の持続的発展と農業の多面的機能の健全な発揮を図るため、化学肥料・化学合

成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う、緑肥や堆肥の施用、有機農業な

ど環境保全に効果の高い営農活動に対して支援します。 

（2）環境に配慮した生産方式の支援 

６ 農業・農村が持つ多面的機能の維持と発揮 
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《参考/多面的機能支払交付金活動組織・中山間地域等直接支払交付金集落協定位置図》 
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項  目 具体的な施策 

(1)環境に配慮した農業の支援 
①幕別町ふるさと土づくり支援事業による土づく

り対策 

②資源循環型の酪農・畜産業づくり 

(2)経営体支援のための事業の活用 ③畜産クラスター事業の活用 

(3)コントラクターの利用促進 ④良質な粗飼料の効率的生産の推進 

(4)自給飼料基盤の確保 

⑤自給飼料基盤の強化 

⑥土地条件や経営形態に適した放牧の推進 

⑦流通飼料の安定供給の推進 

(5)家畜衛生対策の充実 ⑧防疫体制の整備 

(6)生産性に優れた牛の増殖 

⑨乳用牛改良の推進 

⑩肉用牛改良の推進 

⑪飼養衛生管理基準に基づく適切な飼養管理の遵 

 守 

⑫家畜の生理に即した飼養管理の推進 

⑬公共牧場の機能強化等による利用促進 

(7)有害鳥獣対策の推進 ⑭猟友会の体制強化 

◆関連計画等 

■ふるさと土づくり支援事業 ■幕別町酪農・肉用牛生産近代化計画 

■畜産クラスター計画 ■幕別町鳥獣被害防止計画 

■幕別町家畜排せつ物利用促進計画 ■十勝バイオマス産業都市構想 

 

 農畜産物の安定的な収量確保のためには、基盤である農地の生産性を向上させていく

必要があります。国では、地球温暖化や地域コミュニティの衰退といった変化を踏まえ

て、２０２１年に「みどりの食料システム戦略」を策定し、生産力の向上と持続性の両

方を実現する持続可能な食料システムの構築を推進しています。本町においても環境に

配慮した持続可能な形で生産性の向上を達成していくために、有機資源を活用した土づ

くり等のバイオマス資源の有効活用を推進する必要があることから、幕別町ふるさと土

づくり支援事業による経営体への補助やバイオガスプラント導入の促進等を通して地

域内での圃場副産物の有効活用や、酪農・畜産経営体から出る家畜ふん尿の有効利用を

はじめとした地域内循環システムを構築します。 

 

７ 農畜産物の安定生産・生産性の向上 

★ バイオガスプラント 

家畜ふん尿対策の有効な対応方法として注目されているバイオガスプラントの

設置は、電力会社側の出力制御の頻度が不明なことや出力制御装置などの整備に

係る費用を発電事業者側で負担しなければいけないことなどから、運営方法も含

めて再度検討を行っている状況にある。発電された電力の有効活用は、地産地消

の観点から発電設備を設置した団体での自賄いも考えられるが、送電線の敷設

等、非常に厳しい課題がある。今後は十勝バイオマス産業都市構想の取組や、十

勝バイオガス関連事業推進協議会の動向を注視しながら、対応を進めていく。 
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今後、更なる環境に配慮した農業への対応として、環境保全型農業直接支援対策事業

などの多様な施策を活用して化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組とあ

わせて行う、緑肥や堆肥の利用、有機農業など環境保全に効果の高い営農活動を支援し

ていくことが重要です。 

 また、農業に大きな被害を及ぼす鹿など鳥獣被害対策については、関係機関との連携

を図りながら対応していますが、特に鹿害については大きな減少は見られておらず、猟

友会の育成や、その他の対策を講じるなどの必要があります。 

 

（1）環境に配慮した農業の支援 

 有機資源を活用した土づくりなど、環境に配慮した農業を支援するとともに、幕別町

農業試験圃場での研究・試験の成果を活用するなど、農畜産物の安定的な収量確保や生

産性の向上を図ります。 

 

 具体的な施策  

① 幕別町ふるさと土づくり支援事業による土づくり対策 

 堆肥の切り返しに係る機械利用や、堆肥の購入などに対して継続的に事業を実施し、

良好な土づくりが推進されるよう支援します。ふるさと土づくり支援事業については、

より有効な取組となるよう研究を進め、適宜見直しをしながら事業を推進します。 

 

② 資源循環型の酪農・畜産業づくり 

 家畜排せつ物由来の堆肥などの有効利用、草地等に対する適切な肥培管理により生

産される自給飼料を最大限に活用し、「土－草－牛」のバランスのとれた環境や家畜に

やさしい酪農・畜産業づくりを推進します。 

 

（２）経営体支援のための事業の活用 

 事業を活用し、地域ぐるみで高収益型の畜産体制を構築します。 

 

 具体的な施策  

③ 畜産クラスター事業の活用 

 畜産・酪農の収益力・生産基盤を強化することにより、畜産農家を始めとする関係

者が連携する畜産クラスター協議会が、収益性の向上を図る取組を記載した畜産クラ

スター計画を定め、飼養規模拡大・飼養管理の改善、労働負担の軽減、自給飼料利用

の拡大等を目的に、先進技術及び高効率機械の導入や外部支援組織による農家負担の

軽減に向け、地域一体となって行う取組を支援します。 

※畜産クラスター協議会～Ｐ71 参照 

  




